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平成１７年度行政組織改正案の概要について 
 
 平成１７年４月１日の岩槻市との合併など本市を取り巻く環境の変化並びに

「将来の都市像を見据えたまちづくり」の観点から、簡素で効率的な組織体制

の整備を基本に、新たな施策展開と重点課題の着実な推進を図るため組織改正

を行う。 
 
１ 主な組織改正（合併に伴う改正を除く） 

 
（１） 政策立案機能並びに総合調整機能の強化 

   地方分権の進展に伴う新たな時代への対応にあたり、より一層の政策立

案機能並びに全部門にわたる総合調整機能を強化するため、政策企画部及

び東京事務所を所管する「政策局」を設置するとともに、現行の政策企画

部政策調査課を廃止し、新たに「総合政策監」及び所要の職員を同局に配

置する。 

 

（２） 危機管理体制の強化 

   テロの発生・武力攻撃、環境汚染・食の安全・感染症、自然災害など市

民の生命、身体、財産に被害又は損失を生じるおそれのある危機に対し、

一元的な調整、対応を図る「危機管理室」を総務局に設置する。 
 
（３） 介護保険事業に係る体制の強化 

   介護サービス事業者の指定及び指導の権限が県から移譲されることによ

り、高齢者福祉サービスの効果的推進体制を強化するとともに、新たな時

代の要請に対応する施策展開を図るため保健福祉局福祉部に「介護保険課」

を設置し、介護保険事業者の指導監査を担当する福祉総務課課内室「監査

指導室」を「監査指導課」として独立する。 
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（４） 質の高い生活環境の達成維持に向けた体制強化 

   公害苦情処理、産業廃棄物の不適正処理の未然防止、規制指導、立入検

査など環境部門全般に及ぶ初期対応に迅速に対応するため環境経済局環境

部に「環境管理事務所」を設置する。 
 

（５） 観光政策の充実に向けた体制強化 

   観光事業の企画、観光資源の調整、開発、コンベンション事業の推進な

どをより一層推進する専門組織として経済政策課内に「観光政策室」を設

置する。 

 
（６） 下水道事業の企業会計移行に伴う対応 

   下水道事業会計を地方公営企業法に基づく企業会計へ移行し、下水道事

業の経営成績及び財政状態を明らかにするとともに、より一層の合理的な

経営をしていくため建設局下水道部に「下水道財務課」を設置する。 
 
（７） 農業委員会の業務執行体制の強化 

   農地法に基づく許可事務の権限が県から移譲されることに伴い、許可基

準等の適正な運用、迅速な事務処理を行うとともに農地法を中心とした農

地調整業務と農地法以外の農業振興・管理業務をそれぞれ機動的に執行す

るため「北部事務所」を廃止し、「農業振興課」及び「農地調整課」を設置

する。 
 

（８） 中高一貫教育を実施する体制整備 

   平成１９年４月を目途に、市立浦和高等学校に本市初の併設型中学校を

開校することから、その教育活動のあり方や選抜方法、施設設備や条件整

備等に係る事務を所掌する専門組織として指導２課内に「中高一貫教育校

開設準備室」を設置する。 
 

（９） 人権教育を推進する体制整備 

   学校教育及び社会教育における総合的かつ体系的な人権教育をより一層

推進する専門組織として生涯学習振興課内に「人権教育推進室」を設置す

る。 
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２ 岩槻市との合併に伴う主な改正 
 
岩槻市との合併に伴う改正については、 
① 新規または充実拡大する施策に関連する組織について検討すること 

とし、合併を含む業務量の増大については職員配置で対応する。 
② 岩槻区役所は、既存の区役所と同機能・権限を基本とする。 
③ 出先事業所などの行政機能についても、他の区役所とのバランスを考慮

する。 
 
以上の基本方針により、次の組織改正を行う。 

 
（１）岩槻区役所の設置 

   岩槻市域を１０番目の行政区とし、区役所を設置する。 
 
（２）埼玉高速鉄道の延伸と沿線整備の対策 

 地下鉄７号線の延伸及び沿線整備について、調査、研究などを所掌する

「地下鉄 7号線延伸対策室」を政策企画部交通政策課課内室として設置する。 
 
（３）土地区画整理事業の推進体制の再編 

 岩槻市において施行中の江川土地区画整理事業、南平野土地区画整理事

業、東岩槻駅舎関連事業を所掌する「岩槻東部まちづくり事務所」を都市

局都市整備部に設置する。 
 
（４）消費生活センターの設置 

   増え続ける相談、複雑多様化する相談内容を踏まえ、市民の身近な相談

窓口として「岩槻消費生活センター」を消費生活総合センターの出先事業

所として岩槻区役所内に設置する。 
 
（５）岩槻水道事務所の設置 

   市民に安全かつ安定的な水道水を供給するため、岩槻市の水道事業を円

滑に引き継ぎ、さいたま市の水道事業に統一するまでの期間、水道局業務

部に「岩槻水道事務所」を暫定的に設置する。 
 


